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上場会社名 株式会社テイン 上場取引所 JQ

コード番号 ７２１７ 本社所在都道府県 神奈川県
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代　 表　 者 役職名　代表取締役社長 氏名　市野　諮

問合せ責任者 役職名　管理課副部門長 氏名　小野　賢

　 　 TEL　(045)810－5511　　

決算取締役会開催日 平成17年11月18日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成－年－月－日 単元株制度採用の有無 有(１単元　100株)

　

1.　17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 2,387 ( △5.6) 390 ( △26.2) 435 ( △21.4)

16年９月中間期 2,529 (  19.3) 529 (   35.5) 553 (   51.4)

  17年３月期 4,377 　 724 　 752 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 262 ( △17.7) 39.53

16年９月中間期 319 (   57.6) 48.02

  17年３月期 401 　 60.44
(注) ① 期中平均株式数 17年９月中間期 6,649,000株 16年９月中間期 6,649,917株 17年３月期 6,649,460株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 配当状況

　 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 　

　 円 銭 円 銭

17年９月中間期 ― ―

16年９月中間期 ― ―

  17年３月期 ― 16.08
　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 3,872 2,837 73.3 426.71

16年９月中間期 3,769 2,598 68.9 390.83

17年３月期 3,772 2,681 71.1 403.25
(注) ① 期末発行済株式数 17年９月中間期 6,649,000株 16年９月中間期 6,649,000株 17年３月期 6,649,000株

　 ② 期末自己株式数 17年９月中間期 3,250株 16年９月中間期 3,250株 17年３月期 3,250株

　

2.　平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末 　
　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通期 4,462 586 350 19.09 19.09

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　52円70銭
　　※　
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　現金及び預金 　 1,257,234 　 　 1,222,350 　 　 1,051,940 　 　

２　売掛金 　 686,180 　 　 671,808 　 　 661,088 　 　

３　たな卸資産 　 689,051 　 　 816,014 　 　 909,696 　 　

４　その他 　 238,921 　 　 144,861 　 　 140,789 　 　

５　貸倒引当金 　 △923 　 　 △880 　 　 △528 　 　

流動資産合計 　 　 2,870,465 76.1 　 2,854,154 73.7 　 2,762,987 73.2

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 機械及び装置 　 261,187 　 　 247,734 　 　 251,552 　 　

(2) その他 　 132,602 　 　 160,648 　 　 117,266 　 　

有形固定資産合計 　 393,790 　 　 408,383 　 　 368,818 　 　

２　無形固定資産 　 20,010 　 　 16,171 　 　 17,344 　 　

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) その他 　 486,739 　 　 594,775 　 　 624,626 　 　

(2) 貸倒引当金 　 △1,427 　 　 △1,455 　 　 △1,430 　 　

投資その他の
資産合計

　 485,312 　 　 593,319 　 　 623,196 　 　

固定資産合計 　 　 899,112 23.9 　 1,017,874 26.3 　 1,009,359 26.8

資産合計 　 　 3,769,577 100.0 　 3,872,028 100.0 　 3,772,346 100.0
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前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　買掛金 　 351,189 　 　 284,601 　 　 332,028 　 　

２　未払費用 　 192,478 　 　 － 　 　 172,087 　 　

３　未払法人税等 　 266,949 　 　 － 　 　 183,942 　 　

４　その他 ※２ 123,374 　 　 496,502 　 　 153,707 　 　

流動負債合計 　 　 933,991 24.8 　 781,104 20.2 　 841,766 22.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　退職給付引当金 　 73,632 　 　 85,560 　 　 81,415 　 　

２　役員退職慰労引当金 　 93,837 　 　 103,407 　 　 98,607 　 　

３　その他 　 69,450 　 　 64,750 　 　 69,300 　 　

固定負債合計 　 　 236,919 6.3 　 253,717 6.5 　 249,322 6.6

負債合計 　 　 1,170,911 31.1 　 1,034,821 26.7 　 1,091,089 28.9

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 217,556 5.8 　 217,556 5.6 　 217,556 5.8

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本準備金 　 215,746 　 　 215,746 　 　 215,746 　 　

資本剰余金合計 　 　 215,746 5.7 　 215,746 5.6 　 215,746 5.7

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　利益準備金 　 33,884 　 　 33,884 　 　 33,884 　 　

２　任意積立金 　 1,450,000 　 　 1,650,000 　 　 1,450,000 　 　

３　中間(当期)
　　未処分利益

　 682,900 　 　 721,441 　 　 765,492 　 　

利益剰余金合計 　 　 2,166,785 57.5 　 2,405,326 62.1 　 2,249,376 59.6

Ⅳ　自己株式 　 　 △1,421 △0.1 　 △1,421 △0.0 　 △1,421 △0.0

資本合計 　 　 2,598,666 68.9 　 2,837,207 73.3 　 2,681,257 71.1

負債資本合計 　 　 3,769,577 100.0 　 3,872,028 100.0 　 3,772,346 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 2,529,051 100.0 　 2,387,074 100.0 　 4,377,451 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 1,330,321 52.6 　 1,295,811 54.3 　 2,319,503 53.0

売上総利益 　 　 1,198,729 47.4 　 1,091,263 45.7 　 2,057,948 47.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 669,508 26.5 　 700,558 29.3 　 1,333,375 30.4

営業利益 　 　 529,220 20.9 　 390,704 16.4 　 724,572 16.6

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 25,061 1.0 　 59,965 2.5 　 31,486 0.7

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 794 0.0 　 15,496 0.7 　 3,630 0.1

経常利益 　 　 553,487 21.9 　 435,173 18.2 　 752,429 17.2

Ⅵ　特別利益 　 　 － － 　 924 0.1 　 1,830 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 95 0.0 　 － － 　 75,689 1.7

税引前中間
(当期)純利益

　 　 553,392 21.9 　 436,097 18.3 　 678,570 15.5

法人税、住民税
及び事業税

　 261,000 　 　 173,000 　 　 301,000 　 　

法人税等調整額 　 △26,942 234,057 9.3 232 173,232 7.3 △24,355 276,644 6.3

中間(当期)純利益 　 　 319,334 12.6 　 262,865 11.0 　 401,925 9.2

前期繰越利益 　 　 363,566 　 　 458,576 　 　 363,566 　

中間(当期)
未処分利益

　 　 682,900 　 　 721,441 　 　 765,492 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1)　有価証券
満期保有目的の債券
償却原価法

　　子会社株式
　　　移動平均法による原

価法

(1)　有価証券
満期保有目的の債券

同　　左
　　子会社株式

同　　左
　

(1)　有価証券
満期保有目的の債券

同　　左
　　子会社株式

同　　左
　

　 (2) たな卸資産
　①商品、製品、原材料及

び仕掛品
　　　月次総平均法による

原価法
　②貯蔵品
　　　最終仕入原価法

(2) たな卸資産
　①商品、製品、原材料及

び仕掛品
同　　左

　
　②貯蔵品

同　　左

(2) たな卸資産
　①商品、製品、原材料及

び仕掛品
同　　左

　
　②貯蔵品

同　　左

２　固定資産の減価償

却の方法

　

(1) 有形固定資産
定率法(ただし、平成10

年４月１日以降取得した
建物（建物付属設備は除
く）については定額法)
なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

機械及び装置 12年

(1) 有形固定資産
同　　左

　
　

(1) 有形固定資産
定率法(ただし、平成10

年４月１日以降取得した
建物（建物付属設備は除
く）については定額法)
なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま
す。

機械及び装置 12年

工具器具及び
備品

３～15年

　 (2) 無形固定資産
　　定額法
　　なお、自社利用のソフ

トウェアについては社内
における見込利用可能期
間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産
同　　左

(2) 無形固定資産
同　　左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個
別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計
上しております。

(1) 貸倒引当金
同　　左

(1) 貸倒引当金
同　　左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

　 (2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務(自

己都合要支給額)の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。

(2) 退職給付引当金

同　　左

(2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務(自

己都合要支給額)に基づき

計上しております。

　 (3) 役員退職慰労引当金

　　役員の退任に伴う退職

慰労金の支給に備えるた

め、当社の内規に基づく

中間期末要支給額を計上

しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同　　左

(3) 役員退職慰労引当金

　　役員の退任に伴う退職

慰労金の支給に備えるた

め、当社の内規に基づく

期末要支給額を計上して

おります。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同　　左 　外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同　　左

消費税等の会計処理

同　　左

　

― 39 ―



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
　

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会　平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これによる損益に与え

る影響はありません。
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表示方法の変更

　
前中間会計期間 当中間会計期間

(自　平成16年４月 １日 (自　平成17年４月 １日

　至　平成16年９月30日) 　至　平成17年９月30日)

――――― 　(中間貸借対照表関係)

　前中間会計期間にて区分掲記しておりました「未払費

用」(当中間会計期間末177,485千円)および「未払法人税

等」(当中間会計期間末173,691千円)は、負債及び資本の合

計額の100分の5以下となったため、当中間会計期間より流

動負債の「その他」に含めて表示しております。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

722,823千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

792,362千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

760,096千円

※２　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等および仮受消費

税等は、相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２　消費税等の取扱い

同　　左

　　―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,972千円

為替差益 18,961千円

　 　

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,230千円

為替差益 28,684千円

保険積立金返戻
益

22,685千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 6,448千円

受取手数料 4,485千円

為替差益 6,634千円

保険積立金返戻
益

9,504千円

※２　　　　―――――

　 　

　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

たな卸資産廃棄
損

14,388千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

たな卸資産廃棄
損

2,956千円

金型補償損失 645千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 43,226千円

無形固定資産 4,656千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 39,968千円

無形固定資産 2,412千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 88,094千円

無形固定資産 7,321千円
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成16年９月30日)、当中間会計期間末(平成17年９月30日)、前事業年度末(平成

17年３月31日)のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。
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１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

該当事項はありません。
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